[bookmark: _GoBack]様式第１号（第４条関係）

協力事業者登録申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日　

袋井市長

申請者　所在地　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名

　　袋井市空家等対策協力事業者登録事務実施要領第４条の規定により、協力事業者に登録することを申請します。
　　なお、本申請に関する審査において確認のため、個人情報等を取得することについて同意します。
	フリガナ
	

	商号又は名称
	

	代表者職氏名
	

	所在地
	〒

	電話番号
	
	FAX番号
	

	メールアドレス
	

	ＨＰアドレス
	

	登録業務
	　空家等不動産流動化業務


添付資料
１　誓約書
２　その他市長が認めるもの
様式第２号（第４条関係）

誓約書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日　

袋井市長

申請者　所在地　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名

　　協力事業者登録申請を行うに当たり、袋井市空家等対策協力事業者登録事務実施要領（以下「要領」という。）に定める目的等を理解し、次の事項について誓約します。

１　当事業所は、要領第３条に規定する次の要件を満たしています。
（１）宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）に規定する国土交通大臣又は都道府県知事が交付する免許の交付を受け、宅地建物取引業を営んでいる者
（２）宅地建物取引業法の規定に違反し、業務停止処分又は免許取消処分を受けていない者
（３）袋井市税等を滞納していない者
（４）袋井市暴力団排除条例（平成23年袋井市条例第30号）第２条に規定する暴力団及び暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を有する者でないもの

２　空家等所有者等との交渉等により得られた個人情報及びその他の情報の取扱いについて十分配慮するものとし、個人情報を不正に利用し、又は外部に提供するようなことはいたしません。

３　袋井市空家等対策協力事業者登録事務実施要領に基づく協力事業者について、広告等別に表示することはいたしません。
様式第３号（第５条関係）

　　　第　　　号　
　　　年　月　日　

　　　　　　　様

袋井市長　　　　　　　

協力事業者登録通知書

　　　　　年　月　日付けで申請のあった協力事業者登録について、決定しましたので、袋井市空家等対策協力事業者登録事務実施要領第５条の規定により通知します。

















様式第４号（第５条関係）

　　　第　　　号　
　　　年　月　日　

　　　　　　　様

袋井市長　　　　　　　

協力事業者登録却下通知書

　　　　　年　月　日付けで申請のあった協力事業者登録について、却下しましたので、袋井市空家等対策協力事業者登録事務実施要領第５条の規定により通知します。

却下理由















様式第５号（第７条関係）

協力事業者登録内容変更届

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日　

袋井市長

届出者　所在地　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名
　　袋井市空家等対策協力事業者登録事務実施要領第７条の規定により、登録内容を変更するので届け出ます。
	フリガナ
	

	商号又は名称
	

	代表者職氏名
	

	所在地
	〒

	電話番号
	
	FAX番号
	

	メールアドレス
	

	ＨＰアドレス
	


備考　変更する事項のみ記入してください。






様式第６号（第８条関係）

協力事業者登録辞退届

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日　

袋井市長

届出者　所在地　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名
　　袋井市空家等対策協力事業者登録事務実施要領第８条の規定により、登録を辞退するので届け出ます。

辞退理由














様式第７号（第９条関係）

　　　第　　　号　
　　　年　月　日　

　　　　　　　様

袋井市長　　　　　　　

協力事業者登録取消通知書

　　袋井市空家等対策協力事業者登録事務実施要領第９条の規定により、次のとおり協力事業者の登録を取り消したので通知します

１　取消年月日
２　取消理由














